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平成１９年度決算に基づく健全化判断比率等について

１． （町財政の早期健全化・再生に関する指標）健全化判断比率

平成19年度決算に基づき「健全化判断比率」を算定したところ、下表の

とおり、いずれの指標についても早期健全化基準を下回っています。

これまで、財政の健全運営に努めてきた結果が反映されたものとなって

います。

早期健全化基準朝日町

実質赤字比率 １５％－（なし）

連結実質赤字比率 ２０％－（なし）

実質公債費比率 ２５％１２．７％

将来負担比率 ３５０％６０．８％

２． （公営企業の経営健全化に関する指標）資金不足比率

各公営企業における「資金不足比率」については、平成19年度決算にお

いて資金不足を生じた公営企業はないため、該当ありません。

これまで各公営企業において健全経営に努めてきた結果、及び、一般会

計からの適切な繰り出し補助を行ってきた結果が反映されたものとなって

います。

特別会計の名称 経営健全化基準朝日町

－（なし）水道事業会計

病院事業会計 ２０％－（なし）

－（なし）集落排水事業特別会計

○早期健全化基準は「イエローカード 、財政再生基準は「レッドカード」に」

たとえられますが、財政再生基準以上となった場合は当然のこととして、

、 。早期健全化基準以上となっても 財政運営は危機的状況にあると言えます

朝日町は、早期健全化基準を大きく下回り 「健全段階」となります。、

しかし、財政状況を考えるときは、他の財政指標等も合わせて考える必要

があります。朝日町は、特に財政力指数（平成19年度23.5% 、経常収支比）

率（平成19年度95.9%）が良くありません。これまで、人件費・公債費等の

経常経費の削減に努めて来ましたが、少子高齢化・定住対策に要する経費

の増加、更には、地方交付税の減少により、今後とも厳しい財政運営とな

る見込です。持続可能な財政運営を行うため、引き続き、財政の健全性を

保つよう努める必要があります。
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１ について健全化判断比率

実質赤字比率（１）

朝日町 早期健全化基準 財政再生基準

－％（なし） １５％ ２０％

一般会計等を対象とした実質赤字額の、標準財政規模（人口、面積等から算

定する当該団体の標準的な一般財源の規模）に対する比率です。

赤字が生じたら早期解消を図る必要があります。

《参考》

朝日町の一般会計等とは、一般会計のみで、実質黒字のため、

実質赤字比率は該当なし

一般会計の実質黒字額199,125千円、

標準財政規模3,018,153千円（臨時財政対策債160,851千円を含む 、）

実質黒字の程度（比率）6.59%

連結実質赤字比率（２）

朝日町 早期健全化基準 財政再生基準

－％（なし） ２０％ ４０％

全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の、標準財政規模に対

する比率です。

比率がある場合は、赤字の会計が存在することとなり、赤字の早期解消を図

る必要があります。

《参考》

朝日町は全会計とも、実質黒字または資金剰余のため、

連結実質赤字比率は該当なし

一般会計等

一般会計 199,125千円（実質黒字額）

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会計

国民健康保険特別会計 139,841千円（実質黒字額）

老人保健特別会計 37,099千円（実質黒字額）

介護保険特別会計 22,492千円（実質黒字額）

公営企業

法適用企業

水道事業会計 232,155千円（資金剰余額）

病院事業会計 251,706千円（資金剰余額）

法非適用企業

集落排水事業特別会計 2,933千円（実質黒字額）

合 計 885,351千円

連結実質黒字の程度（比率）29.33%
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実質公債費比率（３）

朝日町 早期健全化基準 財政再生基準

１２．７％ ２５％ ３５％

一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財政規模に対する比率です。

１８％を超えると起債の許可が必要となり、２５％を超えると一部の起債発

行が制限されます。

将来負担比率（４）

朝日町 早期健全化基準

６０．８％ ３５０％

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準財政規模に対する比率で

す。

これらの負債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すストック指

標です。

この比率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う必要があることか

ら、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高くなります。

２ 各公営企業の について資金不足比率

特別会計の名称 朝日町 経営健全化基準

水道事業会計 －％（なし）

病院事業会計 －％（なし） ２０％

集落排水事業特別会計 －％（なし）

資金不足比率は、各公営企業ごとの資金不足額の、事業の規模に対する比率

です。

経営健全化基準（20％）以上となった場合には、経営健全化計画を定めなけ

ればなりません。

《参考》

朝日町は全公営企業とも、資金剰余のため、

資金不足比率は該当ありません。

特別会計の名称 資金剰余額 事業の規模 資金剰余の

（千円） （千円） 程度（％）

水道事業会計 232,155 170,746 136.0

病院事業会計 251,706 599,617 42.0

集落排水事業特別会計 2,933 12,782 22.9
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（参考１）

１ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律 （平成１９年６月制定）の概要． 」

(1)目的

・地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表により、当該比率に応じた財

政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化を図る。

(2)健全化判断比率等の公表

・健全化判断比率等については、監査委員の審査に付し、その意見を付けて議会

に報告し、公表しなければならない。

・公表は、平成19年度決算から、当該比率のいずれかが基準以上である場合の財

政健全化計画及び財政再生計画の策定の義務付けは、平成20年度決算から適用

される。

(3)財政健全化への取組

区分 取組内容

①財政健全化計画を策定し、議会の議決を経て速やかに

早期健全化段階 公表するとともに、当該計画を定めるに当たっては、外

部監査を受けなければならない。

②上記計画の実施状況を毎年度議会に報告し、公表しな

ければならない。

③早期健全化が著しく困難と認められるときは、国・県

から必要な勧告を受ける。

①財政再生計画を策定し、議会の議決を経て速やかに公

財政再生段階 表するとともに、当該計画を定めるに当たっては、外部

監査を受けなければならない。

②上記計画について、総務大臣に協議し同意を求めるこ

とができる。

※同意なし→災害復旧事業等を除き、地方債の起債が制

限される。

※同意あり→収支不足を振り替えるため、償還年限が計

画期間内である地方債（再生振替特例債）の起債が可能

となる。

③財政運営が計画に適合しないと認められる場合等にお

いて、総務大臣から予算の変更等が勧告される。

公営企業の経営 早期健全化段階と同様の取り組み

健全化段階
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（参考２）

○各健全化判断比率の算定式

１ 実質赤字比率

一般会計等の実質赤字額

実質赤字比率 ＝ ─────────────

標準財政規模

○一般会計等の実質赤字額：一般会計及び一般会計等に係る特別会計の実質赤字額

一般会計等に係る特別会計：なし

○標準財政規模：人口、面積等から算定する当該団体の標準的な一般財源の規模

２ 連結実質赤字比率

連結実質赤字額

連結実質赤字比率 ＝ ─────────

標準財政規模

○連結実質赤字額：①＋②の合計額

①一般会計及び公営事業（公営企業以外）に係る特別会計の実質赤字額

公営事業（公営企業以外）に係る特別会計：国民健康保険特別会計、

老人保健特別会計、介護保険特別会計

②公営企業に係る特別会計の資金不足額

公営企業に係る特別会計：水道事業会計、病院事業会計、

集落排水事業特別会計

３ 実質公債費比率

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額）

実質公債費比率 ＝ ─────────────────────────

（３カ年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額）

○準元利償還金：①～⑤の合計額

① 満期一括償還地方債の1 年当たりの元金償還金相当額

② 公営企業債の償還財源に充当した一般会計等からの繰出金

対象公営企業：水道事業、病院事業、集落排水事業

③ 組合等が起こした地方債の償還財源に充当した負担金・補助金
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対象組合等：西村山広域事務組合

④ 公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出

⑤ 一時借入金の利子

○元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される元利償還金及び準元利償還金

基準財政需要額：合理的かつ妥当な水準で行政を行った場合の財政需要を算定した

もの

４ 将来負担比率

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

将来負担比率 ＝ ─────────────────────────

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額）

○将来負担額：①～⑧の合計額

① 一般会計等の平成19年度末地方債現在高

② 債務負担行為に基づく支出予定額

③ 公営企業債の償還財源に充当する一般会計等からの負担等見込額

対象公営企業：水道事業、病院事業、集落排水事業

④ 組合等が起こした地方債の償還財源に充当する県からの負担等見込額

対象組合等：西村山広域事務組合

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）

⑥ 設立法人の負債等に係る一般会計等の負担見込額

対象法人：(有)朝日町ワイン

⑦ 連結実質赤字額

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

対象組合等：なし

○充当可能基金額：①～⑥に充てることができる基金

○地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額

今後、地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される見込の元利償還金及び

準元利償還金

５ 資金不足比率

資金の不足額

資金不足比率 ＝ ────────

事業の規模

○資金の不足額

（法適用企業） 資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に
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充てるために起こした地方債の現在高－流動資産）

－解消可能資金不足額

（法非適用企業）資金の不足額＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋

建設改良費等以外の経費の財源に充てるために

起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の

、 。不足額が生じる等の事情がある場合において 資金の不足額から控除する一定の額

○事業の規模

（法適用企業） 事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益の額

（法非適用企業）事業の規模＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に

相当する収入の額

地方公営企業法適用企業：水道事業、病院事業

地方公営企業法非適用企業：集落排水事業


